
 

「不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認める者」について 

 

条例第 14 条第 1 項第 1 号オに規定される「その業務に関し不正又は不誠実

な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者」について

は、以下の者が該当する。 

 

１ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団員を利用している者 

 

（具体例） 

自己又は自社と友誼関係にある暴力団の威力を相手方に認識させることに

より、その影響力を利用するため、自己又は自社と友誼関係にある者が暴力団

員であることを告げ、若しくは暴力団の名称入り名刺等を示し、又は暴力団員

に対し暴力団対策法第９条各号に定める暴力的要求行為の要求等を行った者 

 

２ 暴力団員に対して、自発的に資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者 

 

（具体例） 

相手方が暴力団又は暴力団員であることを知りながら、自発的に用心棒その

他これに類する役務の有償の提供を受け、又はこれらのものが行う事業、興行、

いわゆる「義理ごと」等に参画、参加し、若しくは援助している者 

 

３ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

典型的には暴力団員等が自己又は他人の名義で多額の出資をし、これを背景

として事業活動に相当の影響力を及ぼしている者 

 

（具体例） 

融資関係、人的派遣関係又は取引関係等を通じて、結果的に暴力団員等が事

業活動に相当程度の影響力を有するに至っているものも含まれ、具体的には、

次の事由を有する者が、特段の事情が無い限り、これに該当する。 

ア 暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若し

くは暴力団員と密接な関係を有する者が、役員等であることのほか、多額の

出資又は融資を行い、事業活動に相当程度の影響力を有していること。 

イ 暴力団員等が、事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目のい

かんを問わず、多額の金品その他財産上の利益供与を受けていること、売

買、請負、委任その他の多額の有償契約を締結していること。 


